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わが国における幼児教育と小学校教育との
連関に関する一考察
―その法的変遷を中心に―
清 水 一 彦
は じ め に
今日,教育の先進国といわれる国々では,それぞれの公教育制度において就学前 の教 育
(保育)施設と小学校との連関の重要性が認識され,その制度的対応策も積極的にとられるよ
うになった｡イギリスの幼児学校 (infantschool)制度や西ドイツの-ッセン州を中心と
した5-6歳児を対象とする入学準備課程 (Eingangsstufe)の設置は,最 も代表的な改革
例として広く知られている｡また,フランスでも,すでに1977年に母親学校 (-幼稚固)と
初等学校準備期 (-小学校第1学年)の間に教育的連続性を図る方策を打ち出しており,さ
らにアメリカでは,保育学校と幼椎園,小学校の第2-3学年までを統合して初等教育単位
とし,教育全体の継続的プログラムの一部に位置づけようとするまでに至っている｡これら
の国 で々は,幼児教育と小学校教育との連関 (以下,幼 ･小教育連関)の問題は,今や論議
の段階を経て改革の段階-入ってきているといってもよい｡
こうした諸外国の改革動向に対して,わが国ではどうであろうか｡周知のように,昭和46
午 (1971)の中央教育審議会の答申では,4-5歳児から小学校低学年の児童までを同一の
機関で一貫した教育を行う ｢幼児学校｣の先導的試行の提案が出され,注目を集 め た｡ま
た,この延長線上に位置づくものとして,先頃出された同審議会の ｢教育内容等小委員会｣
の経過被告 (昭58)では,子どもの心身の発達の連続性という観点から,子どもの発達段階
に応じた幼椎園と小学校の教育内容の構成の仕方や指導方法のあり方を検討する必要性が指
摘された｡このように,わが国でも今日,幼稚固,保育所のいわゆる集団施設保育の普及,
それに伴う保育の教育的性格の強まり,あるいは子どもの発達の加速化現象等がみられる中
で,幼 ･小教育連関の問題があらためて大きくクローズアップされてきている｡
しかし,先の国々と比較してみた場合,教育内容面を含めてその制度的対応が立ち遅れて
いることは否めない｡その最も大きな要因として考えられるのが,所轄庁を異にして並存す
る幼稚園と保育所 (以下,幼 ･保)の問題をはじめ,わが国の歴史的,伝統的な幼児教育観
及びそれを反映した具体的方策である｡幼 ･小教育連関についての先行研究がきわめて少な
い背景には,こうした事情が含まれているものと思われる｡
本稿では,こうした認識に基づき,わが国の明治以降から今日までの幼児教育 (保育)に
係る教育法制を中心に取 り上げ,分析することによって,そこにみられる幼 ･小数育連関の
歴史的,制度的問題点を明らかにしていきたい｡このような教育制度上の問題の所在を明ら
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かにすることは,子どもの発達保障という観点に立った今日的課題としての幼 ･小教育連関
のあり方を考える上で,必要不可欠な前提作業といえよう｡
Ⅰ.戦前における幼 ･小教育連関
1.幼 .小教育連関の始まり
｢小学校-教育ノ初級ニシテ人民一般必ス学-スン-アル-カラサルモノトス之ヲ区分 ス
レ-左ノ数種二別ツ-シ然 トモ均ク之ヲ小学校 卜称ス即チ尋常小学女児小学村落小学貧人小
＼1
学小学私塾幼稚小学ナリ｣
これは,近代的学校制度を企画した明治5年 (1872)の ｢学制｣での規定である｡この中
の ｢幼稚小学｣は,｢男女ノ子弟六歳迄ノモノ小学二人ル前ノ端緒ヲ教ル｣学校で,今日の幼
児教育機関に相当するものと考えられている.それは,｢小学校｣の一種であり,他の小学校
と同様に ｢教育ノ初級｣を成し国民が必ず学ぶべきものとして,制度的に位置づけられたの
である｡この規定には,｢幼稚小学｣の入学年齢や教育内容等の基準について何ら触れること
はなかったが,当時の欧米においても例のない先進的なものであり,幼 ･小教育連関の教育
法制上の始まりとして注目される｡
わが国の幼稚園の慣矢は,明治10年 (1877)フレーベル主義に基づく幼稚園を範として創
設された東京女子師範学校附属幼稚園であった｡同幼稚園規則は,国の定めた教育法令に基
づくものではないが,設立の趣旨について次のように規定していた｡
｢学齢未満ノ小児ヲシテ,天賦ノ知覚ヲ関連シ,固有ノ心思ヲ啓発シ身体ノ健全ヲ滋補 シ
交際ノ情誼ヲ暁知シ善良ノ言行ヲ慣熟セシムルニ在り｣
また, 入学年齢については一応 ｢満三年以上満六年以下｣ としていたが,特別の事情があ
る場合には,満二年児あるいは蒲六年以上の者も在園できるとされた｡この幼稚園では,明
(2)
治14年 (1881)に保育科目の規定を改正し,親の要求などを受け入れた形で,新しく｢数-
方,読 ミ方,書キ方｣等が追加され,小学校入学直前の幼児に対してこれらの指導をするこ
とになった｡このほか,幼稚園上級組と小学校の最下級とを一緒にする試みも行われ,制度
上,内容上の幼 ･小教育連関が図られていたのである｡
(3)
明治12年 (1879)には,これまでの ｢学制｣が廃止され,新たに｢教育令｣が制定された｡
そこでは,｢学校-小学校中学校大学校師範学校専門学校其他各種ノ学校 トス｣ となり,幼
稚園は ｢学校｣に含まれなかった｡この条文については,当初の原案ではそのあとに ｢但幼
稚園モ亦之二属ス｣と,但し書きであったにせよ ｢学校｣の一種となっていた｡しかし,幼
稚園は必ずしも ｢学校｣に属するものでもないという判断により,その但し書きが削除され
てしまったのである｡これは,幼稚園が一個の独立した保育機関として位置づけられたとも
考えられるが,結果的には,このことが以後の文教政策における小学校以降の学校教育重視
(4)
という傾向をもたらすことになったのである｡明治17年 (1884)の文部省達の中で,小学校
入学の学齢未満児を小学校から排除しその教育の充実を図ろうとしたことや,明治19年 (18
86)に小学校以上の学校種別ごとに単独の学校令を制定したのに対し,幼稚園はその後長い間
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単独の教育令をもたなかったことなどに,その一端をうかがうことができる｡
明治20年代には,地方自治制の整備に伴って,さらに一層小学校教育の拡充が推し進めら
れた｡幼稚園教育の振興は,その一環として,公立幼稚園の増加という状況に合わせて考え
られたにすぎなかった｡明治23年 (1890)の ｢小学校令｣では,市町村の幼稚園設置をはじ
めて法的に認め,幼稚園を小学校に併せて運営できる方針を示した｡そして,幼稚園は小学
校に関する規定に準じて取 り扱われ,翌年の文部省令による規則の中では,幼稚 国保 姫 は
｢女子ニシテ小学校教員タル-キ資格ヲ有スル者又-其他府県知事ノ免許ヲ得タル老 トス｣
とされ,小学校教員の流用を可能にしたOまた,府県知事が認可する幼稚園の ｢保育規程｣
は文部大臣に開申すべきことが明示された｡しかし,これらの規定はいずれも具体的内容を
(5)
示すには至らず,単なる大綱的な規定にとどまっていたのである｡
2. 幼稚園の発展と幼 ･小教育連関
明治30年代に入って,ようやく幼稚園の独立規程が具体的内容をもって設けられるように
なった｡明治32年 (1899)の文部省令 ｢幼稚園保育及設備規程｣は,まず ｢幼稚園-満三年
ヨリ小学校二就学スルマテノ幼児ヲ保育スル所 トス｣として,その就園年齢と ｢保育｣機関
としての性格を明示した｡また,幼児の保育の目的については,｢心身ヲシテ健 全ナル発育
ヲ遂ケ善良ナル習慣ヲ得シメ｣ることによって,｢家庭教育ヲ補-ソ｣とする ものと位置づ
けた｡こうして,幼稚園を ｢幼児ノ心性及行儀二注意シテ之ヲ正シクセシメンコトヲ要ス｣
単なる家庭教育の補助機関ととらえたことは,幼稚園の性格 ･機能の独自性を否定したばか
りでなく,幼 ･小教育連関をより一層困難なものにさせてしまったといえる｡ただ,｢幼児
保育ノ項目-遊嬉,唱歌,談話及手技｣というように,文部省によってはじめて幼稚園の保
育内容 (項目)が規定された点は,幼稚園のその後の発展に大きな影響を与えるものであっ
た｡
この独立の幼稚園規程も,他の小学校に類する各種学校とともに,翌年 の ｢小学 校 令改
正｣の中で,再び小学校令に吸収されてしまった｡同改正では,幼稚園が小学校に付設でき
る法的裏付けが確立された｡また,その ｢小学校令施行規則｣では,幼稚園に園長を置 くこ
とができたこと,保姐の職務が ｢幼児ヲ保育スル者｣とはじめて規定された以外は,先の幼
稚園規程がほとんどそのまま取 り入れられているにすぎなかった｡そればか りか,明治44年
(1911)の同規則改正では,4つの保育項目のそれぞれについて示されていた要旨が削除さ
れることになった｡その理由については,次のように説明されていた｡
｢幼稚園二於ケル保育事項等ヲ小学校二於ケル教則其ノ他ノ如ク画一二規定スル-却 テ保
育ノ進歩発達ヲ促ス所以ニアラサルノミナラス往々ニシテ保育ノ本旨ヲ誤ルノ虞ナキヲ保セ
ス･･-｣
大正期に入ると,幼稚園の単独の教育令及びその施行規則の制定を求める声が,とくに幼
稚園関係者の間で高まってきた｡そして,その努力は大正15年 (1926)にようや く実 を結
び,最高の規程である勅令としての単独の ｢幼稚園令｣とその施行規則が制定されることに
なった｡それは,幼稚園史上画期的なことであった｡｢幼稚園令｣では,幼稚園の目的につい
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て,従前の ｢善良ナル習慣ヲ得シメ｣に代わって ｢善良ナル性情ヲ滴義シ｣と改め,より広
く人間性の基礎を培うものととらえられるようになったが,｢家庭教育ヲ補フ｣保育機関とし
ての性格はそのまま受け継がれていた｡ただ,これまでとは違って,全体的に幼稚園に自由
裁量の余地をもたせ,その拡充を図ろうとする工夫がいくつかみられた｡
例えば,入園年齢については,新たに ｢特別ノ事情アル場合二於テ-文部大臣ノ定ムル所
二依 り三歳未満ノ幼児ヲ入園セシムルコトヲ得｣と但し書きを付加した｡ ここには,｢幼稚
園を保護者の経済的,社会的な状況にかかわ りなく,ひとしく幼児に開放するものとしたい
(6)
との見解が生かされて｣おり,幼稚園に当時の託児所の機能を併せもつことを可能にするも
(7)
のでもあった｡また,同施行規則では,｢自然及人事二属スル観察ヲナサ シムル｣ために,
新たに保育項目に ｢観察｣が追加されたはか,｢従来ノ如ク其ノ項目ヲ限定セス当事者 ヲシ
(8)
テ学術ノ進歩実際ノ経験二応シテ適宜工夫セシムルノ余地ヲ存シクリ｣として,5項目以外
に ｢等｣の字句がつけ加えられた｡
この ｢幼稚園令｣は,｢時勢ノ進運｣や ｢社会ノ情勢二鑑 ミテ｣さらには ｢外国ノ実例二徴
スルニ｣などを背景に,幼稚園の施設を改良し,また幼稚園に制度上確固とした地位を認め
るものであった｡しかし,幼 ･小教育連関については何ら触れることなく,それは従前のま
まであった｡そして,この頃から共に増加しつつあった幼稚園と託児所の関係の問題が表面
化するようになったのである｡
3. 幼稚園と託児所の関係
｢幼稚園令｣が制定された直後から,社会事業関係者の問で,託児所を ｢幼稚 園令｣に含
め,幼稚園との一元化を求める声が高まった｡しかし,行政当局の反対を受けて,それは次
第に ｢幼稚園令｣とは別個に法令を制定する運動-と変わっていった｡こうした中で,昭和
13年(1938),社会事業大会の ｢保育所に関する継続委員会｣は,次の内容を含む ｢保育所令
(9)
案要綱｣を厚生大臣に建議した｡
｢保育所-乳幼児ヲ保育シ其心身ヲ健全二発育セシメ国民 トシテノ善良ナル性情ヲ滴養 シ
家庭教育ヲ補フト共二其家庭生活ノ向上二資セシムルヲ以テ目的 トスル｣
この目的規定は,幼稚園のそれとほとんど同一であり,当時の両施設における実際上の保育
内容がきわめて似通っていたことを裏付けるものであった｡結局,この ｢保育所令案｣は実
現するに至らず,託児所は同年の ｢社会事業法｣の補助規定に位置づくことになった.
一方,幼稚園は,戦時下における ｢皇国ノ遺二則テ｣その教育的側面が強調され,小学校
とともにその ｢国民的教育｣としての進展が図られようとしていた｡昭和13年(1938),内閣
総理大臣の諮問機関である教育審議会は,｢国民学校,師範学校及幼稚園二関スル件｣と題す
る答申を提出した｡その中で,幼椎園は ｢国民育成ノ素地ヲ培フ｣就学前の教育機関として
位置づけられ,｢家庭ヲ扶ケテ幼児教育ノ完キヲ期スルノ要愈緊切ナルモノアリ｣という立場
から,その普及 ･発達と内容上の整備が要請された｡そこではまた,これまでの ｢家庭教育
ヲ補フ｣を一歩進め,｢家庭教育ノ改善二稗益セシメ,併セテ幼稚園ノ社会教育的機 能ノ発
揮二カメシムルコト｣とし,幼稚園の社会的機能が新たに強調されるようになった｡
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また, 同答申は,幼稚園と託児所の関係について,｢託児所二於テモ其ノ教育的機能二付
チ-教育行政上ノ立場カラ配慮セラルべキモノガアルヤウニ考-ラレル｣として,託児所の
教育的機能面における幼稚図-の接近に伴 う適切な措置の必要性を説いた｡
この答申によって,幼 ･小教育連関を前進させる基礎ができ上 りつつあったが,同答申を
受けたのは昭和16年 (1941)の ｢国民学校令｣にみられるように小学校だけであった｡幼稚
園に関しては,ほとんど従前のままで基本的には大きな変化はなかった｡
Ⅰ 戦後における幼 ･小教育連関
1. 幼 ･小教育連関の新たな展開
わが国における幼 ･小教育連関は,戦後の教育改革によって,幼稚園の小学校-の組み入
れと義務教育化構想という形で,新たな段階を迎えることになった｡
6･3･3制導入に重大な影響を及ぼした昭和21年 (1946)のアメリカ教育使節団報告書
では,幼児教育に関して,児童の発達の特質を踏まえて,近い将来育児場や幼稚園の増設を
図 り,これを小学校に組み入れるよう勧告した｡さらにまた,昭和25年 (1950)の第2次ア
メリカ教育使節団の報告書でも,教育機会の拡大をめざした同様の勧告をし,同時に ｢育児
場や幼稚園の教師になろうとする者は,小学校低学年の教師の資格がなければならぬ｣こと
を勧告したのである｡しかし,こうしたいわばアメリカ的な幼 ･小教育連関の方式は,わが
国の歴史的,教育的事情や現実の財政上の問題から,その実現が見送られることになった｡
幼稚園の義務教育化に関しては,アメリカ教育使節団が来日した際,日本側教育家委員会
のメンバーとして活躍した人々を中心に設けられた ｢教育刷新委員会｣で取 り上 げ られた
が,それは時期尚早であるとして,最初の建議には盛り込まれなかった｡しかし,昭和22年
(1947)の第8回建議事項の中では,｢5歳以上の幼児の保育を義務制とすることを希 望す
るJことが,新たに追加されることになった｡このように,幼稚園の義務教育化 (満5歳以
上の-ヶ年)は,戦後の公教育制度の一つの大きな課題として,当初より認識されていたの
である｡
ところで,昭和22年 (1947)の ｢教育基本法｣及びその理念の下での ｢学校教育法｣の制
定は,幼稚園の歴史上,画期的なものとなった｡つまり,幼稚園は,学校制度の最初の段階
に位置づき,他の学校と同格の教育機関として取 り扱われるようになったのである｡幼稚園
の目的も ｢幼児を保育し,適当な環境を与えて,その心身の発達を助長すること｣とな り,
人的,物的の環境の整備にその重点が置かれるようになった｡従前の ｢家庭教育ヲ補フ｣消
極的な目的規定に代わって,新たに幼稚園における固有の教育 (保育)機能が明確にされた
のである｡
こうして,学校教育体系の一環として法的に確立された幼稚園であったが,幼 ･小教育連
関という観点からみた場合,そこには小学校教育の下方-の延長という意 図 が含 まれてい
た｡具体的には,学校教育法において,幼稚園は特殊教育の後に位置づけられているにすぎ
ないこと,また当初幼稚園の目的達成のた削 こ掲げられた6目標(法律では5目標)が,小学
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校の8目標に合わせて考えられたこと,などにうかがうことができる｡この点において,幼
･小教育連関は大きな転換期を迎えたとはいえ,あとに問題を残すことにもな った のであ
る｡
一方,同じ昭和22年には ｢児童福祉法｣が制定され,これまでの託児所は,その救貧的性
格から児童福祉施設の一種としての ｢保育所｣として新たに出発することになった｡この保
育所は, はじめ ｢日 保々護者の委託を受けて,その乳児又は幼児を保育することを 目的と
する施設｣とされた｡その後,この目的や対象児童において幼稚園との関係を明確にする必
要もあって,昭和26年 (1951)の法改正では,｢保育に欠ける｣が ｢その乳児--･｣の前に追
加されることになった｡
保育所の保育内容については,昭和23年(1948)の厚生省令｢児童福祉施設最低基準｣の中で
規定され,健康状態の観察,個別検査,自由遊び,午睡,健康診断が挙げられた｡このうち自
由遊びは,｢音楽,リズム,絵画,製作,お話,自然観察,社会観察,集団遊び等を含むもの｣
とされ,後述する ｢保育要領｣における幼稚園の保育内容と非常に似たものとなっている｡
2. 幼 ･小教育連関の明文化と問題点
(10)
幼 ･小教育連関についての事項は,昭和23年 (1948)の文部省令 ｢保育要領｣によっては
じめて明文化された｡それは,当時の小 ･中学校の教育内容の基準となる ｢学習指導要領｣
作成の動きに倣って,就学前教育と就学後教育との一貫性が痛感されたからである｡もっと
ち,そこでは小学校のとくに低学年の先生との密接な連絡の必要性が述べられ て い るだけ
で,その具体的な事項や方法については,｢ここに述べる余裕がないので--･｣として何ら触
れられていなかった｡この保育要領は,副題に ｢幼児教育の手引き｣がつけられているよう
に,基準ではなく ｢参考｣程度のものであったが,これを契機に幼 ･小教育連関のとくに内
容面における制度化が進むことになり,この意味では重要な意義をもつものであったと位置
づけることができる｡
保育要領で掲げられた小学校との連絡の必要性は,昭和26年 (1951)の通達 ｢幼稚園指導
要録について｣によって,その-方途が示された｡具体的には,幼児が小学校に入学した場
令,幼児指導要録を入学先の校長に必ず送付することや,その幼児の指導要録の抄本を作製
することが求められたのである｡この指導要録は,それぞれの幼児についてその成長発達を
全体的,継続的に記録するもので,その項目については,｢小学校教育との関連をじゅ うぶ
ん考慮し｣たものが選ばれた｡これは,幼 ･小教育連関をより効果的に運営するための一手
段として考えられるものであった｡幼稚園指導要録は,その後改訂され,昭和40年 (1965)
には小学校児童指導要録との一貫性を持たせるために様式の統一が図られることになったO
教育内容面における幼 ･小教育連関は,昭和31年 (1956)の ｢幼稚園教育要領｣の刊行に
よって前進した｡小学校教育との一貫性,幼稚園教育の目標の具体化及び指導上の留意点を
明確にしたこの教育要領は,幼稚園教育の内容について,新しく健康,社会,自然,言語,
音楽 リズム,絵画製作の6領域を設け,これによって小学校における教科との関連も考えら
れるようになった｡6領域については,｢小学校以上の学校における教科とは,その性格 を
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大いに異にする｣ものとして,幼児教育の独自性を強調した｡と同時に,指導計画の作成に
おいて経験を組織する場合,とくに小学校の教育課程を考慮して計画することが求められ,
また中学校側にも幼稚園の指導計画の理解が求められた｡そして,両者の関連を緊密にする
有効な方法として,｢近接の幼稚園と小学校が合同の研究協議会を開くとか,教育委員会 が
中心になって,両者の関連を考慮した指導計画を研究すること｣が挙げられた｡
小学校教育との一貫性や幼稚園教育の独自性が求められる中,現実にはそれに反した実践
もみられるようになった｡それは,幼児の知識や技能の習得に偏した実践で,こうした一部
の教育状況に対する方策として,幼稚園教育課程の基準を求める動きが出てきた｡昭和38年
(1963)の教育課程審議会の答申は,これに関して,幼稚園の教育水準の維持向上を図る教
育課程の基準を明確に公示すべきであるとした｡そして,結果的には,この答申に沿って,
翌年学校教育法施行規則が一部改正され,先の ｢幼稚園教育要領｣は文部大臣 の公示 する
｢基準｣として,その法的拘束力が確定的なものとなったのである｡
Ltl1
同審議会の答申では,また ｢幼稚園教育は,このような (小 ･中学校の)教育の基本方針
に沿って一貫した目標のもとに営まれる必要がある｣が,このことは ｢幼稚園教育が小学校
教育の単なる準備のためにこれと類似の教育を行なうことを意味するものでは ない｣とし
て,むしろ幼児の成長発達の特質に応じて家庭教育との密接な関連を強調した｡この よ う
に,答申では,幼稚園教育の独自性を重視し,それを家庭教育との関連においてとらえてい
た｡それゆえ,幼 ･小教育連関はここに一歩後退することになり,これは翌年の ｢幼稚園教
育要領｣の改訂告示にもうかがうことができる｡つまり,幼 ･小教育連関については,指導
上の留意点としてわずかに ｢--･なお幼稚園修了前の幼児については,小学校-進学する期
待や心構えなどを育てるように配慮すること｣と明記されるにとどまったのである｡
3.幼 ･保の教育的棟能面での歩み寄り
ところで,戦後の児童福祉法,児童福祉施設最低基準等によってその制度上,内容上の整
備を図ってきた保育所は,当初 ｢教育的意図の積極的な達成-の配慮よりも,健康管理など
(12)
の養護面-の配慮に重点がおかれて｣きたが,その後の普及 ･発達とともに,次第に幼稚園
との関係を法制上確立する必要性に迫られるようになった｡そして,幼 ･小教育連関の問題
ち,その延長線上で考えられることになったのである｡
昭和38年 (1963)の文部省と厚生省の共同通達 ｢幼稚園と保育所との関係について｣は,
幼 ･保の歩み寄 りを進める意味で画期的なものであった｡通達では,｢幼児教育については,
将来その義務化についても検討を要する｣として,4-5歳児における幼稚園教育の普及 ･
充実が詣われた｡同時にまた,義務化-の方途として,｢保育所のもつ機能のうち,教 育 に
関するものは,幼稚園教育要領に準ずることが望ましいこと｡このことは,保育所に収容す
る幼児のうち幼稚園該当年齢の幼児のみを対象とすること｡｣が明示された｡このように,両
者の歩み寄 りは,保育所の保育における"教育性"の確立という方向で行われることになり,
それは幼 ･小教育連関の上で不可欠な条件となったのである｡
(13)
幼 ･保の教育的機能面での接近は,さらに昭和40年 (1965)の ｢保育所保育指針｣によっ
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て一層深められた｡この指針では,冒頭で ｢保育所は,･-･養護と教育とが一体となって,
豊かな人間性をもった子どもを育成するところに,保育所における保育の基本的性格 が あ
る｣と述べられ,養護と教育の一体化が強調された｡そして,7つの保育目標が掲げられ,
その目標達成のための保育内容の区分では,年齢区分ごとの ｢領域｣の考え方が取 り入れら
れた｡ここには,幼稚園教育要領と出来るだけ同じものにしようとする意図がうかがわれる｡
また昭和46年 (1971)には,中央児童福祉審議会が ｢保育所における幼児教育のあり方に
ついて｣の意見具申をし,その中で ｢すべての幼児は平等な教育を受ける権利があるとする
ならば,保育所は幼児にも,幼稚園の幼児に対する教育と同じ教育がなされなくてほならな
い｣ことが示された.与れほ,保育所における幼児教育のあり方を,子どもの学習権という
観点からとらえようとしたものである｡
4. ｢幼児学校｣構想
上記の意見具申が出される少し前に,中央教育審議会の ｢今後における学校教育の総合的
な拡充整備のための基本的施策について｣の答申が出され,その内容は"第 3の教育改革"と
して注目された｡答申は,初等 ･中等教育の改革に関する基本構想を打ち出したものである
が,はじめて初等教育に幼稚園を含めた改革案が提示された｡すなわち,そこでは ｢初等 ･
中等教育は,人間の一生を通じての成長と発達の基礎づくり｣の場であるととらえられ,人
間の発達過程に応じた学校体系の開発として,すでに冒頭で述べた ｢幼児学校｣の先導的試
(14)
行の提案が出されたのである｡その先導的試行のねらいは,｢現在の幼稚園と小学校の教 育
の連続性に問題のあること,幼年期のいわゆる早熟化に対応する就学の始期の再検討,早期
教育による才能開発の可能性の検討｣など,幼年期の集団施設教育のさまざまな可能性を究
明することにあった｡このうち,早期才能開発を指向する ｢幼児学校｣構想については,多
くの論者が指摘するように問題があるにせよ,子どもの発達段階を考慮した幼 ･小教育通関
の可能性を明示した点は,幼稚園教育が初等教育の一環として位置づけられるようになった
ことと併せて,大いに注目されなければならない｡
答申ではまた,この ｢幼児学校｣構想と関連して,とくに5歳児の就園を第 1次目標に掲
げ,市町村の幼稚園設置義務や国府県の財政援助の強化を誼っている｡そして,幼稚園教育
の積極的な普及 ･充実の要求は,昭和48年 (1973)の通達 ｢幼稚園教育振興計画要項につい
て｣にも具体化され,｢4･5歳児については,保育所措置児及び特殊教育対象児を除 いて
全員を就園させること｣が,その目標とされたのである｡
こうした動きと相侯て,一方では教員養成面での幼 ･小教育通関にもスポットが当てられ
るようになった｡昭和47年 (1972)の教育職員養成審議会の建議 ｢教員養成の改善方策につ
いて｣の中では,幼稚園教員の養成にあたって,｢小学校教員の養成の場合の趣旨に即 して
改善を図る必要がある｣として,免許状取得に必要な専門科目に係る最低修得単位数の改善
(15)
案が提示された｡このように,幼稚園教員の資格 ･養成のあり方が,小学校教員との協力 ･
協働体制とともに,幼 ･小教育連関を図る上で重要な問題であると,強く認識されてきてい
る｡
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お わ り に
以上,本稿では,わが国の教育法制あるいは関連する報告書等を通して,幼 ･小教育連関
の歴史的,制度的変遷をみてきた｡これから,およそ次のようなことがいえるであろう｡
まず,維新草創期に小学校の一種として学校体系の中に位置づいた 幼稚 園 (幼稚小学)
は,その後 ｢学校｣の枠外に置かれ,それとともに学校教育との関係が条文から姿を消し,
もっぱら家庭教育との関係が強調された｡そこでは,幼稚園は家庭の教育機能と同質のもの
とみなされたのである｡こうした戦前における小学校以降の学校教育中心の方策によって,
幼 ･小教育連関については少なくとも法制上取 り上げられることはなかった｡
これに対し,戦後の教育改革では,幼稚園は正規の学校として学校制度の中に位置づけら
れ,その独自の教育機能が明確にされた｡これによって,幼 ･小教育連関も新たな段階を迎
え,教育内容面あるいは教師の相互理解 ･協力等の運営的側面での改善が図られるようにな
った｡しかし,それは当初から小学校教育-幼児教育を近づける方向で進められ,依然とし
て伝統的な義務教育中心の方策は従前とほとんど変わることはなかった｡
また,わが国の戦前,戦後を通じた幼 ･小教育連関の法制史において特徴的な点は,それ
がまさしく幼 ･保の関係の歴史でもあったことである｡それぞれ起源,背景を異にする両者
の関係は,長い間の行政上の分離 ･対立という状況の中で,幼 ･小教育連関の問題を一層困
難なものにしてきた｡しかし,戦後の諸規定によって制度上も内容上も二元化 され た両者
は,その後の普及 ･発達とともに,とくに教育的機能面での歩み寄 りが進められ,小学校教
育との一貫性が強調されるようになった｡
こうした中で,｢幼児学校｣構想に代表される幼年期教育の構築は,幼 ･小教育連関に新し
い方向性をもたせることになった｡そこでは,幼児教育に準備教育的性格をもたせ小学校教
育-の移行を容易にするとか,あるいは逆に現存の保育制度を前提として小学校低学年の教
育を改善するとかいった,どちらか一方に対応させるような接着剤的な考え方 が排 除 され
る｡そして,両者の異なる特質を明らかにするのではなく,子どもの発達に主眼をおいた新
しい教育段階の創造とそれにふさわしい教育内容 ･方法の編成がめざされなけれ ば な らな
い｡
今日のわが国において,5歳児の就園 ･在籍率は90%を超え,世界第2位の高い比率を誇
っている｡にもかかわらず,幼 ･小教育連関の問題は,他の小 ･中あるいは中 ･高の連関の
場合と比べてその制度的対応が大きく遅れている｡それは着手されたばか りであるといって
よい｡今後,公教育制度の大きな課題の一つとして認識される幼年期教育の構築を進めてい
くためには,何よりもまず伝統的な学校教育観からの脱却が図られなければならないであろ
う｡
本稿では,小学校に関する教育法制には触れなかったが,さらに具体的な教 育 目標 や内
容,方法等の歴史的検討を進めるためにその検討が必要とされる｡これについては,今後の
研究課題としたい｡
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② 文部省｢学制百年史 資料編｣,帝国地方行政学会,昭47
(2) 保育の要旨の中では,｢幼稚園-学齢未満ノ幼児ヲ保育シテ家庭ノ教育ヲ補ケ学校ノ教育ノ基ヲ
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て,幼稚園を教育制度上の名称として位置づけた｡
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ノ方法二困り保育侯横取計7-シ此旨相違供奉---｣
(5) その理由について,文部省は ｢地方ノ情況各其趣ヲ異ニシ到底同一ノ規程ヲ以テ律ス-カラサル
モノアレ-ナリ｣と説明していた｡
(6) 文部省｢幼稚園~百年史｣,前掲書,p.205
(7)(8) 同年の文部省訓令 ｢幼椎園令及幼稚園令施行規則制定ノ要旨述施行上ノ注意事項｣,より
(9) 小川正通｢世界の幼児教育｣,明治図書,昭42,p.381参照
(10) この ｢保育要領｣は,昭和28年 (1953),幼稚園の教育的擬能を一層強調して,｢幼稚園教育要
苗｣となった｡
(ll) ( )内は引用者
(12) 岡田正章編｢日本｣(岡田正章 ･川野辺敏監修『世界の幼児教育』),日本らいぶらり,昭58,p.278
(13) 全国社会福祉協議会｢保育所保育指針全文とその見方｣,昭46,より
(14) これは,昭和44年 (1969)の同審議会の中間報告のうち ｢5歳児と6･7歳児とは発達的には近似
しているにもかかわらず,教育制度上の取扱いに関連性が乏しい｣ことなどを受け,さらに諸外国の
改革例等を考慮して出されたものである｡
(15) この案は,つい最近の同審議会の答申 ｢教員の養成及び免許制度の改善について｣で提示された
改善案の下敷きともなっている｡
